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政府は少子化対策や子育て支援のために高等教育の公費負担を増やしているが，進学が本人と社会のために

なっているかどうかを問う視点も必要である。本稿では日本学生支援機構の奨学金の返還状況に関するデータ

を用いてどのような大学で何を学んだ若者が卒業後の自立に失敗しやすいのかを分析し，今後の高等教育行政

と就学支援のありかたについて考察する。本稿の分析によると，学力や動機によらず全ての若者を進学に誘導

するような政策は好ましくなく，教育機関への補助金と学生個人への給付金や修学ローンの最適な組み合わせ

を模索すべきだと考えられる。
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はじめに

我が国では諸外国に比べて高等教育費の公的

負担が少なく，私的負担が過重になっていると
言われてきた。しかし所得の伸び悩みと教育

費の上昇が続く中，大学等に進学する若者向
けの奨学金は段階的に拡充されてきた。政府

が日本学生支援機構（JASSO：Japan Student 

Service Association）を通じて支給する奨学金

はもともと全て貸与型だったが1），2017 年に
給付型の奨学金が新設され，2020 年にそれが
「高等教育の修学支援制度」として大幅に拡充

された。

岸田文雄内閣も家計の教育費の軽減に力を

入れている。本稿の執筆時点で 2024 年度から

JASSO の給付型奨学金の対象を中間所得層に

広げること2），貸与型奨学金の返済猶予の条件
を緩和すること，大学院生を対象に授業料の後
払い制度を導入することが決まっている。ま

た，保育士志望の学生に対する地方公共団体の
学費貸付を支援することや，ひとり親世帯の子
どもの通塾費や受験料の一部を肩代わりするこ

とも検討されている。

こうした政策はこれから大学等に進学する若

者にとって福音だが，それらに問題がないわけ
ではない。第一の問題は，高等教育が人材投資
であるにもかかわらず，教育費の支援が専ら少
子化対策や家計支援の文脈で議論され，投資の
意義や効果が十分に検討されていないことであ

る。我が国では 18 歳人口が減少し始めた 1990

年代初頭に大学の新増設や教育課程の改編が自

由化され，その後の 30 年間に進学率の上昇と
カリキュラムの多様化が進行した。定員割れす
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る学校や学生の募集停止に追い込まれる学校が

増える中，今日の高等教育が本人と社会にとっ
て望ましいものになっているかどうかを点検す

べき時期に来ている。

第二の問題は，高等教育の公費負担に関する
議論において，個人補助と機関補助をどのよう
に組み合わせるか，個人補助の方法として給付
とローンをいかに使い分けるかという総合的な

視点が弱いことである。政府はこれまで奨学金

や修学ローンの形で一人一人の学生に対する支

援を拡充する一方，個々の教育機関の財政支援
には抑制的な姿勢で臨んできた。機関補助を減

らして個人補助を増やせば学校間の競争が促さ

れて教育の質が向上すると言われることが多い

が，それが事実かどうかは客観的に検証すべき
事柄である。また，授業料の後払い制度が学部
学生にも適用されるようになれば就学時には大

学教育の完全無償化に近い状況が実現するが，
それが望ましいかどうかも慎重に検討する必要

がある。

JASSOは 2017 年から個々の大学や短期大学

等における貸与型奨学金の受給と返還に関する

情報をホームページ上で公表するようになっ

た。本稿では，この情報をもとにどのような学
校の卒業生が返還に躓きやすいのかを分析し，
高等教育に対する財政支援のあり方を考えるた

めのヒントを探る。高等教育機関の目的が稼得

能力の養成だけでないことはもちろんだが，卒
業や就職に失敗して奨学金の返還に躓く学生が

増えることを望ましいと考える人も少ないだろ

う。なお，JASSO の奨学金は専門学校や高等
専門学校の学生も対象としているが，以下では
紙幅の制約により短期大学を含む大学とそこに

通う学生を分析対象とする。

本稿の構成は以下の通りである。まず，第Ⅰ

節では過去 30 年間に我が国の大学がどのよう

に変化したか，卒業生が順調に社会人に移行で
きているかどうかを概観する。続く第Ⅱ節で

は JASSO の奨学金がどのように活用されてい

るかを確認する。第Ⅲ節では JASSO の奨学金

の受給と返還に関する統計と本稿の分析方法に

ついて説明し，第Ⅳ節において計量分析の結果
を報告する。そして第Ⅴ節において高等教育の

支援のために機関補助と個人補助をどのように

組み合わせるべきか，個人向けの給付金と修学
ローンをどのように使い分けるべきかを論じ

る。

Ⅰ　大学の変容と現状

図表１は，過去半世紀間に我が国の高等学校
と中等教育学校後期課程の卒業生の進路がどの

ように変化したかを示したものである。この図

における大学は卒業後に学士の資格が授与され

る機関を意味し，四年制の課程と医歯薬系など
の六年制課程を含んでいる。以下ではこれらを

大学と呼ぶことにし，準学士の授与機関である
短期大学を短大と呼称する。

我が国の大学進学率は 1970 年代半ばから

1990 年頃にかけて足踏みした後に急上昇に転

じた。前者の時期に進学率が伸び悩んだ理由

は，文部科学省が将来の若年人口の減少に備え
て大学の新設や定員増に抑制的な姿勢で臨んだ

ことや，1976 年に開始された私立大学の経常
費補助金の膨張を抑える目的で既存の大学の定

員管理を強化したことである。しかし 1980 年

代の臨時教育審議会や大学審議会において自由

化と競争を軸とする大学改革の方針が固めら

れ，1991 年に大学設置基準の大綱化と呼ばれ
る広範な規制緩和が行われた。それと前後して
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大学の新設や定員変更も自由化されたため，全
国の大学の総定員が急激に増加し，入学試験の
選抜性が低下した。また，学部・学科やカリ
キュラムの編成も自由化されたため，後述する
ように，教育課程の構成も大きく変化すること
になった。

図表 1においてもう一つ目立つのは，女性の
大学進学率の上昇がきわめて早かったことであ

る。女性の大学進学率は 1980 年代末まで 12～

14％で推移していたが，その後に急激に上昇
し，2010 年代末までに 50％を突破した。1990
年代半ばまでは短大への進学率も上昇傾向に

あったが，その後は短大から大学への進学先の
シフトが顕著になった。その原因として，男性
優先の教育規範の見直しが進んだことに加え，

男女雇用機会均等法が数次の改正を経て実効力

を持つようになり，大卒女性の雇用機会が広
がったことを指摘できる。

それでは，そうして短大や大学に進学した若
者は何を学んでいるのだろうか。この点を確か

めるために，1990 年と 2022 年の短大と大学の
入学者数を文部科学省の学科系統分類別に集計

したのが図表２である。

短大はもともと男性の進学者が少なく，専攻
分野も社会（ビジネス）や工業の分野に偏って

いる。女性は 1990 年から 2022 年にかけて入学

者が 21.7 万人から 3.7 万人へと激減した。1990
年時点では学術的な専門性や職業性の乏しい家

政や人文・教養系の学部・学科の学生が多く，
これらの課程の卒業生の多くは企業等の非基幹

図表１　中等教育修了者の進学・就職率の推移

（注）進学率は三年前の中学校・義務教育学校卒業者数に対する各教育機関の入学者数の割合として計算した。就職率は当該年の
高等学校・中等教育学校後期課程卒業者総数に占める就職者の割合。統計の制約により，専門学校は専修学校の専門課程と高
等課程への入学者を含んでいる。

（出所）文部科学省「学校基本調査」をもとに集計。



世界経済評論 IMPACT+ ／ No. 26 4

大学教育に対する財政支援と奨学金制度のありかた

図表２　短期大学と大学の入学者の専攻分野（単位：千人）

（出所）文部科学省「学校基本調査」をもとに集計。
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職として短期間就労した後に退職していた。し

かしその後，多くの企業がこうした非基幹職を
削減し，新卒採用の対象を大学卒業者にシフト
させていった。そのため，過去 30 年間に短大
では入学者が激減しただけでなく，教育の中心
が一般教養的なものから職業教育的なものへと

変化した。たとえば，今日の短大において就学
者が最も多いのは教育分野であり，その大半が
保育士や幼稚園教諭の養成課程で学んでいる。

次に多い家政分野でも栄養士等の資格取得を目

指す課程の学生が増える一方，花嫁修業の意味
合いが強かった被服等の課程の人気は低下して

いる。

次に図表 2の中段のグラフにおいて大学生の

専攻分野の内訳を見てみよう。紙幅の制約か

ら，ここでは文科省の学科系統の大分類のうち
「理学」と「工学」を「理・工学」としてまと

め，入学者の少ない「商船」を「その他」に合
算している。短大の「保健」が主として看護師

や医療技師の養成課程であるのに対し，大学の
「保健」が六年制の医歯薬課程を含んでいるこ

とに注意されたい。

中段のグラフによると，1990 年時点では男
性の進学者数が女性の進学者に比べて格段に

多かっただけでなく3），男性の専攻分野は社会
科学と理・工学，女性の専攻分野は人文科学
に偏っていた。2022 年にかけて社会科学を専

攻する男性が減少して女性の専攻者が増えるな

ど，格差は少しずつ縮小しているが，専攻の性
差は依然として大きい4）。なお，過去 30 年間
に男女ともに保健分野を専攻する人が増加した

が，これはもともと専門学校等で教育されてい
た看護師や歯科衛生士，医療技師等の課程が大
学に設置されるようになったためである。

大学生の専攻に関して注意したいのは，上

述した大学設置基準の大綱化などにより，過
去 30 年間に教育課程の多様化が進んだことで

ある。文科省の学科系統分類表は大分類－中分

類－小分類という三層構造になっており，大分
類と中分類の構成は 1990 年も 2022 年もほぼ同

じである。図表 2中段のグラフの「その他」は

他の大分類に含まれない学科をまとめたものだ

が，個々の大分類の中にも「その他」という中
分類が存在し，1990 年代以降の新設学科の中
にはそちらに含められているものも多い。中分

類の「その他」と大分類の「その他」の境界は

曖昧であり，文系課程の中にはどちらに含めて
もおかしくないものが少なくない。

そこで試みとして，中段グラフの個々の大分
類の入学者総数からそれに属する中分類「その

他」の入学者数を差し引き，後者を大分類「そ
の他」の人数に合算してみた。その結果を示し

た図表 2 下段のグラフを見ると，男女ともに
過去 30 年間に伝統的な学問分類に収まらない

教育課程で学ぶ学生が急増したことが分かる。

こうした「その他」の学部・学科の多くは文系

の課程であり，その中には「総合文化学」「グ
ローバル・リベラルアーツ学」のように間口が

きわめて広いもの，「キャリアデザイン学」の
ように入学後に卒業後の進路を考えることを想

定したもの，「アニメ・漫画学」「ビューティ・
ウェルネス学」のように専門学校の課程と重

複するもの，「英語キャリア学」「ホスピタリ
ティ・マネジメント学」のように何らかのキャ

リアを想起させる（がそれへの橋渡しを必ずし

も保証しない）ものなどが含まれる。

過去 30 年間にこの種の学部・学科が急増し

た直接的な原因は上述した大学設置基準の大綱

化だが，より本質的な原因は大学進学率の上昇
だろう。進学率が上昇して大卒者が若者の多数
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派を占めるようになると，大卒未満の学歴しか
持たない者が差別されやすくなる。すると両親

は無理をしてでも子どもを大学に進学させよう

とするが，従来の大学で想定されていた学術研
究への関心やそれに取り組むための基礎学力を

有する若者は限られている。それ以外の若者の

中に高校卒業時で希望の職種が決まる人もいる

が，多くの生徒は大学に進学してから将来の方
向を模索しようとする。入学時点で特定の学問

にコミットする必要がない教養教育系の学部・

学科やキャリアカウンセリングの意味合いを持

つ学部・学科，若者が関心を持ちやすい仕事を
想起させる学部・学科が増えたのはそのためだ

と考えられる5）。

それではそうして短大や大学に入学した若者

は順調に卒業できているのだろうか。卒業率に

関する公式の統計は存在しないので，文科省の
「学校基本調査」に収録されている 2022 年の学

科系統別の卒業者数を過去の入学者数と対応さ

せることによって簡易計算を行ってみた。短大

は修業年限が短い課程が大半なので，最短修業
年限による卒業者だけを対象とした。一方，大
学生の中には中途で留学したり休学したりする

人が少なくないため，対象を四年制課程の学生
に限定した上で最低修業年限＋1年（つまり 5

年間）までの卒業者数をもとに卒業率を算出す

ることにした。

計算の結果を示したのが図表３である。二つ

のグラフを見てまず気づくのは，短大・大学と
もほとんどの専攻において男性の卒業率が女性

より低いことである。それ以外の傾向として，
大学では理系分野の学生の卒業率が文系分野の

学生に比べて高いこと，芸術や上述の「その
他」の学生の卒業率が目立って低いことが挙げ

られる。また，短大の教育や家政，大学の保健
など，職業訓練（国家試験準備）の要素が強い

学部・学科の学生の卒業率も比較的良好であ

る6）。

図表３　短期大学と大学の卒業率（2022年）

（注）短期大学の農業分野は専攻者が少ないため，便宜的に工業分野に含めて計算した。国立大学の中で入学時に所属学部（専攻）

を定めず全員を教養課程に所属させている学校に関しては人数の調整を行った。
（出所）文部科学省「学校基本調査」をもとに集計。
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理系分野や職業性の強い課程に比べて文系分

野の課程の卒業率が低い理由は，後者の卒業要
件が厳しいからではなく，学習の動機が不十分
なために中退したり留年したりする学生が多い

からだと推察される。文科省の「全国学生調

査」によると，大学生の中で授業の出席時間や
予復習の時間が最も長いのは保健分野の学生で

あり，最も短いのが人文・社会科学や「その
他」の学生である。後者の学生は授業と関係の

ない学習やクラブ・サークル活動の時間も多く

ない。

最後に卒業生の進路も見ておこう。新卒者の

就職実績は景況によって左右されやすいため，
以下ではリーマン・ショック後の不況の影響が

大きかった 2009 年度とコロナウイルス感染症

が広がる直前で景気が良好だった 2019 年度の

卒業生の状況を比較する。

まず，短大の卒業生に関して男女・専攻別に
進路の割合を計算した結果が図表４である。こ

の表から分かるように，男性は女性に比べて卒
業率が低いだけでなく，卒業者の就職率も低
い。その理由の一つは女性に比べて進学率が高

図表４　専攻別の短期大学卒業者の進路の割合

（注）「学科系統分類表」の大分類「その他」のうち，中分類「秘書」は大分類「社会」に移行して集計した。「就職」は自営業と
無期雇用，契約期間が一か月以上の有期雇用を含み，パート・アルバイト等を含まない。

（出所）文部科学省「学校基本調査」をもとに集計。
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いことだが，進学も就職もしない人の割合もや
や高くなっている7）。男性の進学者が多い専攻

分野は人文・社会や教養・その他などだが，こ
れらの分野において専攻科が設置されている

ケースは少なく，その多くは四年制大学への編
入者だと思われる。

また，男女ともに 2009 年度と 2019 年度では
就職率に 10 数パーセントの差があり，景況が
悪化すると就職に苦戦しやすくなることが分か

る。ただし医療技術者や保育士として入職する

人が多い保健分野や教育分野の卒業生は 2009

年度と 2019 年度の就職率の差が比較的小さ 

く8），人文や芸術分野の就職率は就職活動時の
景気が良好だった 2019 年度でも低い。

次に，大学生に関して同じ計算を行った結果
が図表５である。景況によって就職率が左右

されるのは短大生と同様であり，2009 年度と
2019 年度の就職率には 16～17％の差が生じて

図表５　専攻別の大学卒業者の進路の割合

（注）大分類「商船」は「その他」に合算して集計した。「就職」の定義は図表 4と同じ。
（出所）文部科学省「学校基本調査」をもとに集計。



世界経済評論 IMPACT+ ／ No. 26 9

大学教育に対する財政支援と奨学金制度のありかた

いる。男性に比べて女性の就職率が高いことも

短大生と共通しているが，大学生は進学と就職
の割合の和の性差が小さく，「その他」の割合
の男女差も小さくなっている。

図表 5において 2009 年度と 2019 年度の就職

率の差が小さいのは保健分野と理工農の理系分

野であり，教育分野もやや小さい。一方，人文
科学と芸術の分野では 2009 年度と 2019 年度の

差が非常に大きく，家政や「その他」も比較的
大きい。大学の家政分野では職業性の乏しい人

文科学や「その他」に近い学部・学科が増加し

ている。

なお，図表 4と 5では就職者を一括して取り
扱っているが，その中には在学時の専攻と関連
が深い職種に就いた人とそうでない人がいる。

医歯薬学や看護学の課程を修了して国家試験に

合格した人はほぼ例外なく資格と直結する仕事

に就いている。理工系の学部の卒業生の多くも

研究開発等の技術職に就くが，近年になるにつ
れてその割合は減少している。政府は奨学金な

どによって理系学部への進学者を増やそうとし

ているが，適性を欠く若者を入学させると中退
者や大学の学びをキャリアに活かすことができ

ない学生が増える可能性がある。

Ⅱ　高等教育の費用と日本学生支援機構
の奨学金

本節では，短大と大学の費用と JASSO の奨
学金に関する状況を概観する。

まず，文科省が公表している全国の短大と大
学の初年次納付金の平均値の推移を図表６の

左側のグラフに示した。大学の初年次納付金

は 2000 年代初頭まで急激に上昇したが，その

図表６　大学・短期大学の納付金と奨学金受給率の推移

（注）国立大学の初年次納付金は入学金と授業料の合計。私立大学の初年次納付金は 2022 年まで入学金と授業料，施設設備費の合
計，2003 年以降は入学金，授業料，施設設備費，実験・実習費及びその他の納付金の合計。短期大学は 2003 年以降の私立大学
に同じ。奨学金受給率は全国の大学と短期大学の在学者総数のうち日本学生支援機構の貸与・給付型奨学金を受給している人
の割合。

（出所）文部科学省「国公立大学の授業料等の推移」「私立大学の初年度学生納付金等の推移」，広島大学高等教育研究センター「高
等教育統計データ集」，日本学生支援機構「JASSO年報」をもとに集計。
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後は横ばいに転じている。ただし 2000 年代に

入って入学者の獲得競争が本格化する中，多く
の私立大学は入学金を減額して初年次の納付金

を抑え，代わりに毎年徴収できる授業料等を増
やしている。そのため，四年間（ないし六年

間）を通じた私立大学の納付金は今日でも微増

傾向にある。一方，多くの短大では定員割れが
深刻化しており，入学金や授業料を引き上げな
いと経営が立ち行かない状況にあるが，それに
よる志願者のいっそうの減少を恐れて踏みとど

まらざるをえなくなっている。

次に，全国の短大と大学の在学生に占める
JASSO の奨学金の受給者の割合の推移を示し

たのが図表 6 右側のグラフである。1990 年代

後半に受給者の割合が急上昇し始めたのは，経
済危機や長期不況による家計所得の伸び悩みに

対応する目的で奨学金の受給条件が緩和されて

きたためである9）。また，2000 年代半ばすぎ
まで大学生の受給率が短大生の受給率を上回っ

ていたのに対し，その後は両者の関係が逆転し
ている。その理由として，短大から大学への進
学先のシフトが家計に余裕のある世帯の若者に

偏って生じたことが考えられる。

ただし図表 6は全国の短大・大学とそこに通

う学生の平均像であり，進学する学校や専攻に
よって卒業までの費用や奨学金への依存度は異

なる。この点を確認するために，まず図表７に
おいて学校・学科による学納金（最短修学期間

の納付金の合計額）の違いを見てみよう。ここ

に示したデータは受験雑誌の情報をもとに筆者

が集計したものである。校数が少ない短大に関

しては全国の私立校の全学科を対象とし，大学
に関しては首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，
神奈川県）の私立大学の四年制課程だけを対象

図表７　私立大学・短期大学における専攻分野と学納金の関係（単位：万円）

（注）学納金は 2023 年度入学者に予定されている金額を基本とし，データが得られない場合は前年の情報を用いて補完した。短期
大学は全国の私立短大 270 校 554 学科・コースのデータをもとに集計し，大学は首都圏の私立大学 185 校 1,573 学科・コースの
データをもとに集計した。短大・大学とも夜間の課程を除く。短大は 3年制課程を含み，大学は六年制課程を除く。

（出所）旺文社『蛍雪時代臨時増刊・全国大学内容案内号』『蛍雪時代特別編集・全国短大進学ガイド』等をもとに集計。
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とした。個々の専攻分野に関するボックスの中

の横線が様々な短大・大学における当該課程の

学納金の中央値を表し，ボックスの上端と下端
が高い方から数えて 25％と 75％に相当する学

校の学納金を表している。ボックスの上下に伸

びた縦線の上端と下端が最大値と最小値だが，
特異値と判断されたものは除外して〇で表示し

ている10）。

図表 7によると，短大では保健分野の学納金
が最も高く，それに芸術分野が続いている。保

健分野の学納金が高いのは，実習費等がやや多
く，3 年制の課程が多いためである。大学の中
では芸術分野の学納金が最も高く，それに保健
分野と理工農が続いている。芸術分野の中では

音楽専攻の課程の学納金が目立って高い。

図表 7には私立校の学納金だけをプロットし

ているが，全国の公立短大の学納金の平均値は
約 100 万円，国立大学の四年制課程の学納金は
専攻によらず 250 万円弱である。したがって多

くの専攻分野において国公立と私立の短大・大

図表８　日本学生支援機構の貸与型奨学金の受給額の分布（単位：人）

（注）いずれも当該年度の受給開始者の人数を表す。第一種奨学金の「供給調整」とは，給付型奨学金と併用することになったた
めに貸与月額が調整されたもの。

（出所）日本学生支援機構「業務実績等報告書（各年版）」をもとに作成。
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学の費用には二倍ないしそれ以上の差があり，
芸術等の分野における格差はさらに大きい。大

学のグラフでは六年制課程を除外しているが，
私立大学の医歯薬学や獣医学のコースの納付金

が極端に高額なことは周知の通りである。

今日の短大・大学生の中には学納金以外に生

活費の一部を自ら工面する必要がある人が少な

くなく，これらの人々はアルバイト収入と奨学
金を組み合わせて就学している。JASSO の貸

与型奨学金には無利子の第一種奨学金と有利子

の第二種奨学金があるが，前者の方が世帯収入
の上限が低く設定されている。図表８は，2017
～2022 年に JASSOの貸与型奨学金の受給を開

始した人々が毎月どれだけの金額を借り入れて

いるかを示したものである。ただしデータの制

約により，ここに示した人数には専門学校や高
等専門学校の学生が含まれている。

上段の第一種奨学金に関しては，苦しい家計
の状況を反映して（学校種別や給付型奨学金と

の併用の有無により異なる）最高月額を借り入

れている学生が多い。2020 年度に最高月額の

受給者が減少したのは「高等教育の修学支援制

度」が導入されたためである。第二種奨学金

に関しても上限の月額 12 万円を借り入れてい

る人が 4万人近くおり，月額 8万円以上の受給
者が全体の約半数を占めている。月額 8万円と

12 万円を借りて四年制大学に通学した場合，
最短期間で卒業しても卒業時にそれぞれ 384 万

円と 576 万円の債務を負うことになる11）。

最後に，JASSO の立場から奨学金事業の
規模と返済状況を見ておこう。図表９は，
JASSO の年報をもとに貸与型奨学金の残高と

延滞が発生している債権の割合の推移をグラフ

に描いたものである。旧日本育英会の事業を

図表９　日本学生支援機構の要返還債権残高と延滞率の推移（単位：兆円）

（注）延滞債権は延滞期間が 3か月以上の債権を表す。それ以外のものは全て非延滞債権に含めている。第一種奨学金は特別貸与
等を含む。

（出所）日本学生支援機構『JASSO年報』各年版をもとに作成。
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2004 年に引き継いだ JASSOは，それ以前の奨
学金事業の拡大に伴って返還に躓く人が増加し

たことを受け，回収率の改善に注力してきた。
2005 年に民間業者に回収事業の一部を委託す

るようにしたことや，2010 年に滞納者の情報
を信用機関に登録することにしたことがその例

である。これらの対策には批判もあるが，その
後に回収率が改善したことは事実である。直近

の延滞率は債権残高の 3％未満にまで低下して

おり，他の先進国の公的修学ローンの未回収率
と比較してもかなり低い12）。

ただし延滞率に関しては幾つかの留意事項が

ある。第一に，図表 9の非延滞債権の中には返
還が猶予されたり減額されたりしているものが

含まれ，それらも含めると延滞額は格段に大き
くなる。第二に，奨学金の返還率は景況に左右
されやすい。コロナウイルス感染症によって社

会が混乱した 2020～21 年を別とすると，過去
10 数年間は景気が比較的良好だったが，それ

が今後も続くとは限らない。第三に，奨学金の
延滞は卒業から時間が経つにつれて増加する傾

向がある。これまで奨学金事業の拡大とともに

要返還者総数に占める卒業後間もない人々の割

合が増加し，それが延滞率を引き下げる効果を
持ったと思われる。しかし今後は給付型奨学金

の拡充や若年人口の減少によって新規の貸与者

が減少し，これまでと逆の効果が働き始める可
能性が考えられる。

Ⅲ　データと推計方法

JASSO は奨学金事業の健全性や情報公開の

強化を目的として，2017 年から個々の教育機
関に関する奨学金の貸与・返還状況の情報を公

表するようになった。JASSO のウェブサイト

に設けられている「学校毎の貸与及び返還に関

する情報」（以下，「学校毎の情報」と略記）の

検索画面において学校の所在地，校名などを順

図表10　日本学生支援機構「学校毎の貸与及び返還に関する情報」の検索例

（出所）日本学生支援機構ホームページ（https://www.sas.jasso.go.jp/ac/HenkanJohoServlet）。
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に選択し，情報抽出ボタンを押すと，その学校
のデータが表示される（図表10）。JASSO の

年報等に収録されている情報の大半が学校種や

奨学金の種類ごとに合計されたデータであるの

に対し，このデータベースは各校の奨学金の利
用や返還の状況が分かる点で有用性が高い。

ただし「学校毎の情報」で提供されている

データは図表 10 に示したものだけであり，貸
与額や学部・学科別の状況などは分からない。

以下では図表 10 の情報のうち，
①　過去 5年間の貸与終了者数

②　①のうちの在学猶予者数

③　①のうちの一般猶予者数

④　①のうちの減額返還者数

⑤　①のうちの延滞 1日以上の人数

⑥　①のうちの延滞 3か月以上の人数

に注目する。

上記の項目のうち，①は過去 5年間（本稿の

執筆時点では 2016 年度期首から 2020 年度末ま

で）に貸与が終了した人の数を表している。貸

与終了者のうち進学や留年などの理由で現在も

在学中の人は，申請することによって返還の猶
予を受けることができる。その人数が②であ

る。また，すでに学校を離れていても所得が
一定の基準に達しない場合，申請を経て返還
を猶予されるか（③），予定していた毎月の返
還額を二分の一や三分の一に減額して返還する

（④）ことが認められている13）。いずれの手続

も行わないまま返還を怠ると延滞扱いとなり，
⑤や⑥にカウントされる。

上記の説明から分かるように，「学校毎の情
報」で分かるのは貸与終了から間もない人々の

返還状況であり，それ以外の人々の状況は分か
らない14）。第 3 節において触れたように，延
滞率は返還開始から時間が経つにつれて上昇す

る傾向がある。また，返還の猶予や減額が認め
られる期間が限られているため，これらの措置
を受けた後に延滞する人も少なくない。そのた

め，「学校毎の情報」に収録されている全国の
短大や大学の延滞率の平均値は図表 9の値より

かなり低くなっている15）。

しかし「学校毎の情報」の対象が貸与終了後

間もない人々に限定されていることには利点も

ある。JASSO の奨学金を完済するまでには 10

～20 年を要することが多く，進学した学校や
そこで学んだことと関係のない事情によって返

還に行き詰まる人も少なくないはずである。一

方，「学校毎の情報」において予定通り返還し
ていない人の多くは新卒時の就職に失敗した人

や初職に定着することができなかった人，猶予
や減額の申請すらせずに返還を怠っている人々

である。個人に関する情報が得られないので間

接的な分析にならざるをえないが，個々の学校
の性質とその学校の卒業生の延滞や猶予・減額

の状況を対応させることにより，どのような学
校で学んだ人々が未返還に陥りやすいのかを推

測することが可能である。

そこで，以下では

各校の卒業生の延滞・猶予率 

= f（説明変数 1, 説明変数 2, ...）＋誤差項 (1)

という回帰式を推計することにより，学校間の
延滞・猶予率の違いの原因を分析する。ただし

被説明変数の延滞・猶予率は

延滞・猶予率=
③＋④＋⑥
―
①－②

 (2)

と定義することにする。

上式の右辺の分子の延滞者数として⑤ではな

く⑥の値を用いるのは，意図せずに延滞した人
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を排除するためである。JASSO の奨学金の返

還は原則として口座振替によって行われる。残

高不足により返還が滞ると書面や電話による督

促が行われるため，不注意による延滞が長期間
に渡って続くことはない。⑥の 3か月以上の延

滞者はそうした督促を経ても返還を行わなかっ

た人々であり，その後も正常な形で返還が行わ
れない可能性が高い。

また，（2）式の分母において②の在学猶予者
数を除いているのは，これらの中に事情が異な
る人々が含まれているからである。短大の一部

の課程や大学の理工系学部では卒業後に専攻科

や大学院に進学する人が多いが，これらの多く
は順調に勉強を続けている人々である。一方，
留年者が多い学校や他校への再入学者が多い学

校においても在学猶予者は多くなる。前節で見

たように，短大や大学を予定通り卒業しない人
は少なくない。事前にデータを確認したとこ

ろ，（2）式の延滞・猶予率が高い学校の中に在
学猶予を得ている人が多い傾向が認められた。

その中には専攻科を設置していない短大や理工

系学部を設置していない大学も少なくなく，学
生の管理や進路指導が適切に行われていない可

能性がある。それが延滞・猶予率も引き上げて

いる可能性が考えられるため，②の①に対する
比率として計算した在学猶予率を説明変数の候

補に含めることにする。

（1）式の他の説明変数の候補として，各学校
の設置者区分（国公私立の別），学納金，偏差
値，学生の男女比，専攻分野などを検討する。
同じ学校でも学納金は学科やコースにより異な

るので，それらを学科やコースの定員によって
加重平均することで各校の学納金の平均値を算

出した。各校の偏差値は（株）ベネッセコーポ

レーションが公表している学科別の偏差値を同

じ方法で加重平均することによって計算した。

多くの短大や大学は複数の学部や学科を設置

している。そこで各校の総定員に占める個々の

専攻分野の定員の割合を計算し，それを教育分
野に関する説明変数として利用する16）。定員

の割合を計算する際の分野の区分は図表11の

ようにすることにした。これは受験雑誌の分類

などを参考にして文科省の学科系統分類の大分

類を調整したものである。

全ての教育分野の割合を同時に回帰式に含め

ると説明変数間に線形関係が生じるため，[*]

がついた専攻は常に推計式から外すことにす

る。先述した理由により，短大は全体的に就職

図表11　推計式における専攻分野の区分

（注）[*]は推計式の説明変数に含めない専攻。
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や仕事に役立つスキルの養成を重視するように

なっている。それによって従来の家政，人文・
教養系の課程と商業実務系の課程の境界が曖昧

になっているため，これらをまとめて比較の対
象とすることにした。大学では今も昔も法学や

商経学系の学部の定員が多いので，[*]をつけ

た教育分野を標準とし，それ以外の専攻の学生
の多寡により各校の卒業生の奨学金の返還状況

がどのように変化するかを計測する。なお，大
学の「国際・教養・その他」に関して，当初
は「国際・教養・総合政策」等の教養・広域課

程とそれ以外の課程に区分することを試みた

が，両者の境界は曖昧であり，試行推計におい
て被説明変数への影響に大きな違いが認められ

なかったことから単一分類にまとめることにし

た。

我が国には 2023 年時点で 309 校の短大と

793 校の大学が存在する。短大は校数が少な

く，学部や学科の構成が比較的シンプルである

ため，「学校毎の情報」にデータが公開されて
いる全校を対象とすることにした。ただし短大

には国立の学校がなく，公立校も少ないため，
次節では私立校のみを対象とした推計の結果を

紹介する。一方，大学は校数も一校当たりの学
科・コース数も多いため，首都圏の大学だけを
対象とすることにした。また，大学の中には医
歯薬学などの六年制課程を持つものがあるが，
これらは入学難易度の点でも学納金の点でも特

殊な存在であり，それらが混在していると推計
結果が分かりにくくなるため，以下では四年制
課程だけを持つ大学に対象を限定する17）。

最後に推計方法について説明する。短大や大

学は規模のばらつきが大きく，学校によって
JASSO の奨学金を受給している学生の数も大

きく異なる。「学校毎の情報」では過去 5年間

の貸与終了者数（上記の①）が 50 名以下の学

校のデータが秘匿されており，これらは推計対
象外とせざるをえないが，それ以外にも貸与終

図表12　学校別の奨学金の要返還者数と延滞・猶予者の割合の関係

（注）図中の点線は対象校の延滞・猶予者率の中央値を表している。
（出所）日本学生支援機構ホームページ「学校毎の貸与及び返還に関する情報」をもとに集計。
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了者が少ない学校は少なくない。図表12は，
本稿で推計対象とする学校に関して（2）式の

①－②の値と延滞・猶予率の関係を散布図に描

いたものである18）。それによると，短大・大
学いずれに関しても横軸の値が小さいほど縦軸

の値のばらつきが大きくなっている。これは，
①－②の値が小さい学校において少数の卒業生

の行動が学校全体の延滞・猶予率に影響を与え

やすいからだと考えられる。このことは規模が

小さい学校ほど（2）式の被説明変数の（実質

的な意味での）精度が低いことを意味するの

で，そのことを考慮して推計を行うことが望ま
しい。

そこで以下では標準的な最小二乗法ではな

く，誤差項の不均一分散を考慮した加重最小
二乗法（WLS：Weighted Least Square）によ

る推計を試みる。①－②の値が大きい学校ほど

ウェイトを大きくすることが適当だと考えられ

るので，幾つかの試行的な推計を行い，①－②

の自然対数値の平方根をウェイトとして採用す

ることにした。したがって，たとえば元の（1）

式が

延滞・猶予率＝ a＋ b×説明変数 1 

＋ c ×説明変数 2 ...＋誤差項 3 (3)

である場合，実質的に

　ln（①－②）×延滞・猶予率 

＝ a ×　ln（①－②）× 

＋ b ×　ln（①－②）×説明変数 1 

＋ c ×　ln（①－②）×説明変数 2＋ ... 
＋　ln（①－②）×誤差項 (4)

という式を推計することになる。標準的な最小

二乗法を用いて推計しても定性的には似通った

結果が得られるが，紙幅の制約によりそれらの

報告は割愛する。

Ⅳ　推計結果

それでは推計結果を見ていこう。まず，全国
の私立短大に関して（4）式の推計を行った結

果が図表13である。「学校毎の情報」のデー

タが秘匿されている学校や推計に必要な情報が

得られない学校があるので，対象校は最大で
261 校である。私立短大の中には定員割れして

いる学校が多いため，ここでは偏差値を説明変
数に含めていない。

「学校毎の情報」では奨学金の借入額の情報

が得られないが，学納金が高い学校ほど学生一
人当たりの借入額が多い可能性が高く，その分
だけ返還の負担が重くなると考えられる。説明

変数のうち，学納金の係数の推計値は予想と整
合的な正値であり，学納金が多いほど延滞・猶
予率が高まるという結果が得られている。しか

しこの変数は統計的に有意でなく，それが決定
的な影響を与えているわけではないようであ

る。

学生の男女比は学生総数に占める女性の割合

として計算した。単位はパーセントなので 0か

ら 100 までの間の値をとる。短大の中には女子

大が少なくなく，男子学生が多い学校の多くが
工業系の学校であることに注意が必要だが，女
性比率はいずれの推計式においても有意で係

数の推計値は－0.035 前後である。これは女子
学生の割合が 10％上昇すると延滞・猶予率が

0.35％低下することを意味する。（4）式と（8）

式には女子大の場合にのみ 1をとるダミー変数

を含めたが，この変数は統計的に有意でなかっ
た。

在学猶予率も全ての回帰式において統計的に
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有意である。係数の推計値が正であることは，
最短修学期間を超えて（もとの学校か別の学校

に）在学している人が多い学校において卒業生

の滞納や返還猶予が多いことを意味する。短大

の中で在学猶予率が高い学校には二つの種類が

あり，一つは専攻科への進学者が多い医療や芸
術（特に音楽）系の学校であり，もう一つは職
業性の乏しい学部・学科（図表 11 の「ビジネ

ス・家政・人文・教養」など）が中心の学校で

ある。後者の中には卒業生を積極的に四年制大

学に編入させている学校や，同一法人内に短大
と大学の両方を設置している学校が少なくな

い。しかし同一法人の大学に編入する場合でも

受験料や入学金が必要となり，その後の学費も
嵩んでいく。大学への編入実績をセールスポイ

ントにして入学者を集めている短大の場合，編
入せずに卒業する学生の進路支援が十分に行わ

れていない可能性が考えられる。

教育内容に関しては，理工分野と保健分野中
心の学校の卒業生の延滞・猶予率が低く，芸術
分野中心の学校の卒業生の延滞・猶予率が高い

という結果が得られた19）。先述した通り，短
大の保健分野の学部・学科の多くは看護師や歯

科衛生士，その他の医療技術者の養成課程だ
が，これらの中には 3年制の課程が多く，他の
分野に比べて学費が高額である。それにもかか

図表13　全国の私立短期大学の卒業生の奨学金延滞・猶予率の要因分析

（注）括弧内の値は係数の推定値の標準誤差。*，**，*** はそれぞれ 10，5，1％水準で有意であることを示す（両側検定）。
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わらず保健分野を専攻した学生の返還状況が良

好である理由として，卒業後に国家試験に合格
することで得られる職業資格に社会的需要があ

ること，それらの資格職の給与水準が比較的高
いこと，卒業前に就職先が決まっているケース
が少なくないことなどが挙げられる20）。また，
短大の理工系学部・学科の大半は自動車などの

機械か ITに関するものであり，これらも学校
で学んだ知識や技能を生かしやすい分野であ

る。芸術も専門性が高い分野だが，学費が高額
である一方で技能を生かした仕事に就くことが

容易でないという特徴がある。

なお，図表 13 では教育分野に関する変数の
うち統計的に有意でないものを順に除外してい

るが，それによって残された変数の係数の意味
が変化することに注意が必要である。たとえば

（1）式では「ビジネス・家政・人文・教養」だ

けを除外しているので，他の分野に関する変数
の係数はこの分野に比べて卒業生の延滞・猶予

率がどれだけ高いか（あるいは低いか）を表し

ている。一方，（4）式では「ビジネス・家政・
人文・教養」以外に「福祉」，「衛生」，「教育」
も除外しているので，これら全体がベンチマー
クになる。逆に言うと，これらの分野の卒業生
の延滞・猶予率には統計的に検出できるほどの

違いがないことになる。福祉や衛生，教育など
の分野でも職業資格を目指す課程は少なくない

が，保健分野に比べて教育内容とキャリアの関
係がやや弱く，専攻と関係のない職種に就く人
も少なくない。また，職業資格と関連する仕事
の報酬が高くないケースも見受けられる21）。

なお，多くの短大は特定の教育分野に特化し
ているため，推計対象校の「理工」や「保健」
などの変数は学校間で均一に分布しておらず，
0 ないし 100 に近い値をとっているケースが多

い。そのことを考慮し，各分野に関して「当該
分野の定員が総定員の 50％以上なら 1，それ以
外なら 0」というダミー変数を作成し，それら
を説明変数とした推計も行ってみた。紙幅の制

約により報告は省略するが，統計的な有意性が
明らかな教育分野は図表 13 と同じだった。

次に，図表14は首都圏の国公私立大学を対
象として行った推計の結果である。ここでは偏

差値を説明変数に含めているが，被説明変数と
の間に緩やかな非線形の関係が認められたた

め，偏差値の二乗の項を含めた推計と偏差値を
自然対数値に変換した値を説明変数とする推計

の二つを試みた。係数の符号は予想通であり，
偏差値が高い学校ほど卒業生の延滞や猶予の割

合が低いという結果が得られているが，詳細は
後に検討する。

短大の推計と異なる点として，学納金の係数
の推計値が負になっていることが挙げられる。

これは学納金が高いほど延滞・猶予率が低下す

るからではなく，教育分野に関する変数の影響
が十分に識別されず，学費が高い理工農や保健
分野の卒業生の就職状況が良好であることが反

映されてしまったためだと考えられる。他にも

様々な変数の組み合わせを試みたが，ほとんど
の場合において学納金は統計的に有意でなかっ

たため，（1）式以外は学納金を除外した推計の
結果を報告している。

国公立大学のダミー変数の係数は予想どおり

の正値だが，P 値が 20～30％のものが多く，
標準的な水準で統計的に有意になっていない。

国公立大学の中には六年制の医歯薬の専門課程

を持つ学校が少なくないが，ここではそれらを
除外している。そのため，推計対象の 163 校の
うち国公立大学は 14 校しかなく，私立大学と
の違いが十分に識別されなかった可能性が考え
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られる22）。

女性比率は統計的に有意だが，短大の推計に
比べて係数の推計値がやや小さくなっている。

女性が多い短大や大学において延滞・猶予者が

少ない理由の一つは，男性より女性の方が中退
者や留年者が少なく，卒業後の就職も順調であ
ることだろう。それ以外に，女性の中に両親や

家族が奨学金の返還を支援している人が多い可

能性も考えられる。女子学生の就職率が男子学

生に比べて高いと言っても，初任給の平均値は
男性の方がやや高い23）。また，厚生労働省の
調査によると，男女によらず，大学新卒者のう
ち約 1割が入職 1年目のうちに離職し，3 割強
が 3 年目の終わりまでに離職している24）。次

図表14　首都圏の国公私立大学の卒業生の奨学金延滞・猶予率の要因分析

（注）図表 13 参照。
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の職場を確保した上で離職すれば収入が途絶え

ることはないが，そうでない人が少なくないこ
とを考慮すると，「学校毎の情報」に報告され
ている猶予や減額の割合は低いと考えられる。

また，JASSO の資料によると，奨学金を返還
中の人々のうち主に本人が返還金を用意してい

る人は約 8割であり，それ以外の人々の多くは
両親の助けを得ている25）。女性は自宅から短

大や大学に通う人が多く，就職を機に自宅を離
れる人も男性に比べて少ないと思われる。両親

や兄弟と同居している人は返還が困難になった

時に支援を求めやすいだけでなく，延滞して督
促を受けた際に家族が気づいて対応するケース

も多いと推察される。

在学猶予者率と延滞・猶予率の間に正の関係

が認められるのも短大の場合と同じである。も

とのデータを見る限り，在学猶予者率が高い大
学の中には，（i）大学院進学者が多い国立大学
や理工系の大学，（ii）文系中心で偏差値が相対
的に低い私立大学の二種類があるようである。

（i）の学生の中で就職できずに返還困難に陥る

人は多くないと思われるのに対し，（ii）の中に
は順調に卒業に辿り着けない人や就職に苦戦す

る人が少なくないことが推察される。

専攻分野の影響も短大のケースとよく似てお

り，理工農と保健の係数が負で統計的に有意，
芸術の係数が正で統計的に有意となっている。

「国際・教養・その他」の係数も有意に正と

なっているものが多いが，これはこの分野の専
門性が低いことや，留年者や中退者が多いこと
によるものだと考えられる。短大の場合と異な

り，ここでは「教育」の係数が有意に負になっ
ているものがあるが，これは短大と大学の課程
の違いによるものだろう。最近は大学でも保育

士や幼稚園教諭の資格取得を念頭に置いた課程

が増えているが，最も多いのは小学校以上の教
員の養成課程である。学校教員の給与水準は保

育士などに比べて高く，生活が安定しやすいこ
とが奨学金の返還を容易にしていると考えられ

る。

最後に，図表15は私立大学だけに対象を
絞って行った推計の結果である。全体的に図表

15 とよく似た結果になっている。ここでも学

納金に関する変数は有意でなく，学費の多寡が
奨学金を返還できるか否かに直結するわけでは

ないことが表れている。また，在学猶予率の係
数の推計値が図表 14 に比べてやや大きくなっ

ているが，これは上記の（i）に該当する大学

の一部を除外したためだろう。また，ここでは
「教育」の変数が有意になっていないが，これ
は私立大学の教育学部・学科の課程の中に短大

の課程に近いものが多いためだと考えられる。

図表16は，図表 15 の推計結果を用いて偏
差値と女性比率が奨学金の延滞・猶予率にどの

ような影響を与えるかを計算した結果を示した

ものである。図表 15 の推計において対象とし

た私立大学 149 校の偏差値と女性比率の中央

値はそれぞれ 48.0 と 52.8％である。上段のグ
ラフでは偏差値を横軸にとり，回帰式 （4）と 
（8）の推計結果をもとに偏差値が中央値から乖

離するにつれて延滞・猶予率の予想値がどのよ

うに変化するかを表示している。同様に，下段
のグラフでは女性比率を横軸にとり，回帰式
（7）と（8）の結果をもとに女性比率が中央値

から離れるにつれて延滞・猶予率の予想値がど

のように変化するかを示している。いずれのグ

ラフにおいても〇や×が横軸上で 149 校のデー

タが存在する点を表している。

上段のグラフによると，データが多い領域で
は偏差値と延滞・猶予率の関係が線形に近く，
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偏差値 44 の大学と 67 の大学の延滞・猶予率の

予想値の違いは約 2.4％である。同様に，下段
のグラフでは女性比率が 10％前後から 100％の

間に分布しているが26），10％と 100％の大学の
延滞・猶予率の予想値の違いは推計式（7）が

約 2.6％，推計式（8）が約 2.55％である。それ
に対し，図表 15 の推計によると，理工系学部
のみの単科大学では人文社会系のみの大学に比

べて延滞・猶予率が 2.7％前後低くなり，芸術
系の単科大学では 4.2％前後高くなる計算にな
る。したがって専攻分野が奨学金の返還に与え

る影響は大きいと言ってよさそうである27）。

なお，図表 14 と 15 では図表 13 に比べて修
正決定係数で測った回帰式の説明力がかなり高

い。その理由の一つは偏差値の有意度が高いこ

とだが，それを除いて推計を行っても修正決定

図表15　首都圏の私立大学の卒業生の奨学金延滞・猶予率の要因分析

（注）図表 13 参照。
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係数は約 0.1 ポイント低下する程度である。た
だし短大・大学いずれに関しても学校間の延

滞・猶予率のばらつきのうち回帰式によって説

明できない部分は大きく，説明変数に含めな
かった各校の教育方針や就職支援体制，奨学金
の返還指導が影響を与えている可能性が考えら

れる。

Ⅴ　今後の高等教育の修学支援の 
ありかた

本節ではこれまでの分析を手がかりとして，
今後の我が国の高等教育の費用を誰がどのよう

に負担すべきか，奨学金制度をどのように設計
すべきかを考える。

公的な教育費の支援には，①政府が個々の学

図表16　私立大学における偏差値と女性比率の延滞・猶予率への影響

（注）偏差値と女性比率の中央値は図表 15 の推計対象の私立大学 149 校の中央値。図中の〇と×が各校の偏差値と女性比率に対応
する延滞・猶予率の予想値を表している。
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校の運営費（の一部）を負担する機関補助と，
②進学者やその家族を直接支援する個人補助の

二つの方法がある。本稿の冒頭に記したよう

に，日本政府は短大・大学の新規参入を自由化
しながら機関補助を抑制する一方，奨学金など
を通じた個人補助を拡充してきた。それが学校

間の競争を促進して教育の質を高めるという期

待があったが，むしろ若者の嗜好に迎合した入
学者獲得競争を喚起してしまったきらいがあ

る。

個人補助中心の教育支援には他にも重要な問

題があるので，図表17を用いてそれを説明し
よう。この図の 3つのパネルは，大学教育に対
する需要と供給が政府の個人補助と機関補助に

よってどのように変化するかを描写したもので

ある。通常の商品やサービスの市場と同様に，
需要曲線が右下がり，供給曲線が右上がりであ
ることを想定している28）。

上段のグラフのDと Sがそれぞれ当初の需

要曲線と供給曲線だとしよう。すると両者の交

点であるA点において市場が均衡し，進学者
数はN0 人，学納金はP0 円になる。
上記の状態において，政府が進学促進や家計

支援のために学生一人一人に定額の奨学金を給

付することにしたとしよう29）。すると各人が

支払える学納金の金額が給付金の分だけ増加す

るので，需要曲線が上方向にシフトする。その
結果，新しい均衡点は B点になり，進学者が
増加する。

中段のグラフは，政府が個人給付金の代わり
に学生数に応じた補助金を個々の学校に支給す

るケースである。この場合，一人当たりの補助
金の金額だけ供給曲線が下方にシフトする。そ

の結果，均衡点はC点に移動する。
上段グラフの個人補助と中段グラフの機関補

図表17　高等教育に関する個人補助と機関補助の効果
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助はいずれも進学を促進する効果を持つが，決
定的な違いがある。それは前者の下では学納金

の相場が上昇するのに対し，後者の下では下落
することである。機関補助が僅少で個人向けの

奨学ローンが高度に発達しているアメリカで

は，高等教育機関の学費の高騰が著しく社会問
題化している。我が国でも進学率の上昇ととも

に JASSO の奨学金の充実が図られてきたが，
それがなければ大学や短大は学納金の引き上げ

にもっと慎重になっていただろう。

しかし今日の我が国の状況を考えると，闇雲
に機関補助を増やすことにも問題がある。我が

国の企業や官公庁は（特に文系の）新卒者の採

用選考において知識やスキルを重視しないにも

かかわらず，大卒者を短大や専門学校の卒業生
より優遇する傾向が強い。そうした状況におい

て人為的に学費を引き下げて大学進学を促進す

ると，非大卒の若者がいっそう差別されやすく
なり，基礎学力や学習意欲を欠く若者も大学に
進学しようとする。下段のグラフでは，こうし
た若者の行動を需要曲線の Dから D’’へのシ

フトとして描いている。それによって均衡点が

C点から E点に移動すると，せっかく下がっ
た学納金の相場が再び上昇し，補助金の積み増
しが必要になる。しかし適性や目的意識を欠く

学生が増えていることを国民が察知すれば，機
関補助に対する眼は厳しくなるだろう。

したがって機関補助の充実は需要曲線を下方

に移動させる政策と抱き合わせて実施する必要

がある。ただしこれは大学定員の機械的な制限

ではなく，目的意識や適性を欠く若者まで進学
に駆り立てることを抑制する政策である。下段

のグラフではそうした政策の効果を需要曲線の

D’’からD’’’へのシフトとして描いている。そ

れが実現すれば，均衡点がE点から F点に移

動し，学納金の相場は再び下落する。
前節までに見たように，大学進学は卒業後の
経済的充足を保証するわけでなく，動機や意欲
が不十分なまま社会的評価が低い大学や専門性

や職業的意義の乏しい課程に進学しても時間と

費用が無駄になる可能性がある。政府はそのこ

とを高校生とその両親に正確に伝えるべきであ

ろう。また，政府は 2010 年代半ばから同一労
働同一賃金を労働政策のスローガンに掲げてい

る。企業は大卒の肩書を現在の能力ではなく潜

在的な学習能力のシグナルとみなすことが多

く，採用選考において大卒者を優先することに
止むを得ない面はあるものの，いったん入職さ
せた社員を業務と直接関係しない基準によって

差別することは法の精神に反する。政府は企業

のこうした行動に目を光らせると同時に，自ら
が影響力を行使しやすい官公庁の新卒採用にお

いて高卒者や専門学校卒者を積極的に採用する

こと，そうした人々のうち希望する人が働きな
がら大卒資格を取得しやすい環境を整備するこ

とが望ましい。

次に個人補助に関して考察しよう。ここで難

しいのは，第三者が補助に値すると考える人と
実際に補助を必要とする人が一致しないことが

多いことである。高等教育の個人補助の目的に

は，社会的に有為な人材を育成するという人的
投資の側面（以下ではこれを便宜的に「育英」

と呼称する）と，低所得世帯の若者の進学を促
してキャリアの可能性を広げ，社会階層の固定
化を防ぐという社会政策の側面（以下ではこれ

を便宜的に「奨学」と呼ぶ）がある。しかし若

者の学力や高等教育への関心は家庭環境や高校

以前の学習によるところが大きいため，進学す
ることが相応しいと第三者が考える若者の多く

は両親の学歴や所得水準が高い世帯の子どもで
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あることが多い。適性を根拠にこうした若者の

支援を優先すると経済格差を助長することにな

り，そうでない若者を優先すると支援の意義が
問われやすくなる。

教育費の個人補助には渡し切りの給付金と貸

与型の修学ローンの二種類がある。ノーベル経

済学賞を受賞したヤン・ティンバーゲンの業績

にもとづくティンバーゲンの定理によると，二
つの政策目標を一つの政策手段によって達成す

ることはできず，二つ以上の手段を適切に組み
合わせることが必要になる。したがって育英と

奨学の目標を同時に達成するためには，給付型
と貸与型の奨学金をうまく組み合わせる必要が

ある。

ここで育英と奨学を目的とした支援を誰がど

のような方法で実施することが合理的かを考え

てみよう。短大や大学が学習意欲の旺盛な若者

を集めて良心的な教育を施せば，それらの若者
が卒業後に社会で活躍しやすくなるはずであ

る。それによって学校の評価が高まればますま

す優秀な学生を集めやすくなるため，個々の学
校は育英に対する強い動機を有している。一

方，奨学は一種の再分配政策なので，学校や民
間機関にその役割を担わせることは難しく，政
府が責任を持って実施する必要がある。

支援の方法のうち，育英と相性が良いのは修
学ローン，奨学との相性が良いのは給付金であ
る。学力と学習意欲が高く育英に相応しい学生

は卒業後に高収入の仕事に就きやすく，貸与型
の奨学金で基本的に問題ないはずである30）。

一方，低所得世帯の両親の中には子どもの進学
への関心が乏しい人が多いだけでなく，高所得
世帯に比べてリスク回避的（risk averse）な傾

向が強く，債務を負うことを好まない嫌う傾向
がある（小林 2013）。そうした家庭の子どもの

進学を促すためには，奨学金のうち少なくとも
一部を返還不要の給付金の形で供与することが

望ましい。

しかし育英と奨学に相性の良い支援主体と，
各支援主体が比較優位を持つ支援方法は必ずし

も合致しない。返還が長期間に及ぶ奨学ローン

を個々の学校が適切に管理することは難しいた

め，教育機関による修学支援は学納金の減免や
緊急時の給付金などの形をとらざるをえない。

一方，政府などの公的機関は相対的にローン型
の修学支援に適していると言える。

したがって政府と学校がそれぞれ育英機能と

奨学機能のいずれかのみに特化することは好ま

しくなく，相互に協力しながら支援の効率を高
める努力をすべきである。例えば，個々の大学
や短大が入学後の成績に応じて授業料の減免を

行えば，学生の学習意欲を喚起することがで
き，育英の目的とも合致する。しかし学納金収
入への依存度の高い私立校が自前でそれを大々

的に行うことは難しいので，政府が減免額の一
部を補助するなどの工夫が必要になる31）。

また，教育機関に育英の動機があると言って
も，我が国の大学や短大の中には学納金への依
存度が高い私立校が多く，それらが入学者確保
のために選抜基準を引き下げている状況を鑑み

ると，そこにも政府が関与する必要があるだろ
う。その例として，先に見た機関補助の方法を
工夫することが考えられる。現状でも国公立大

学と私立大学に対する学生一人当たりの公費投

入額には大きな差がある。確かに，学生全員に
等しく公費を投入するより，入学選抜度が高い
国公立大学の学生に資源を集中する方が育英の

目的に適うことは事実である。しかし国公立大

の学生の学力にもばらつきが見られるようにな

り，私立大学と教育内容が競合する分野も増え
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ている。第 3節で見たように，それにもかかわ
らず国公立と私立の大学の学納金の差は大き

く，これほどの格差を容認すべきか否かについ
ては議論の余地があろう。とはいえ，全ての私
立大学に国公立大学並みの補助金を与えること

は現実的でも望ましくもないので，国公私立の
大学のミッションを整理した上で教育内容や入

学者の学力に応じた配分を考えることが望まし

い32）。

政府が自ら行う個人補助に関しても，給付金
とローンの最適な組み合わせを探ることが望ま

しい。低所得世帯の進学者には給付型の奨学金

が適していると言っても，給付一本やりだと真
剣に学んで自らの将来を切り開こうとする動機

が阻害されやすい。給付型奨学金のこうした問

題を緩和する方法として，現行の「高等教育の
修学支援制度」のように卒業まで同額の給付金

を支給するのではなく，入学当初は給付を多め
にし，学年が上がるにつれて給付額を減らして
貸与を増やす方法も考えられる。それによって

JASSO の毎年の給付総額が減少すれば，その
分を中所得世帯の学生の支援に回すことができ

る。また，在学中の成績に応じた学納金減免制
度が各校に設けられていれば，政府からの給付
が削減された学生は勉学に励むことでローンを

減らすことができる。

修学ローンに関しても費用対効果の最大化を

意識した制度設計が求められる。JASSO（と

その背後にいる国民）の立場からすると，貸与
型の奨学金は貸し倒れリスクを孕む危険資産で

ある。しかし第 5節の分析によると，一人一人
の受給者の危険度は同一でなく，専攻や進学す
る学校によって貸し倒れの可能性はある程度予

測できる。民間の金融機関なら一人一人の危険

度や保証人の所得を考慮して貸与の条件を調整

するところだが，JASSO のような公的機関に
それを求めることは難しい。

それに代替する方法として，JASSO が奨学
金を貸与する際にその学生が在籍する学校に引

当金の拠出を求めることが考えられる。卒業生

の延滞や未返還が多い大学ほど引当金が増える

ように制度を設計すれば，各校は学生が卒業後
に自立できるように真剣に教育するだろうし，
奨学金の返還指導も徹底されるだろう。それで

も未返還者や延滞者が多い学校は引当金の費用

を学納金に転嫁せざるをえず，志願者を集めに
くくなるはずである。それによって学校の淘汰

が進むことは社会的に望ましい33）。

最後に，2024 年に導入される授業料の後払
い制度に関して付言しておきたい。この制度

は，在学時に JASSO が本人に代わって授業料
を各大学に納付し，卒業後の年収が一定水準に
達した後に所得に応じた支払いを求めるもので

ある。納付義務が生じる年収は 300 万円前後と

することが予定されているが，その時点で扶養
している子どもの数が多いほどその金額を引き

上げることによって子育て支援の機能を強化す

ることが計画されている。後払い制度は大学院

修士課程の学生を対象に開始されるが，政府は
早期に学部学生も対象とすることを目指してい

る34）。

上記の制度は JASSO の貸与型奨学金を所得

連動方式によって返還する場合と表面的にはよ

く似ている35）。JASSO の奨学金の返還に関し

て本人が所得連動方式を選択した場合，卒業後
の毎年の課税所得の 9％が翌年 10 月から 1 年

間の返還額となる。毎年の所得に応じて返還額

が変動するため，上記の授業料後払い制度と同
様に本人が負うリスクが軽減されるメリットが

ある。
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ただし所得連動返還方式の奨学金と授業料

後払い制度は似て非なる制度である。現行の

JASSO の奨学金の場合，返還に関して定額方
式と所得連動方式のどちらを選択するかによら

ず，貸与を受ける時点で JASSO と本人の間に
明確な債権・債務関係が生じる。所得が少なけ

れば返還時期は遅れるが，それによって債務が
帳消しになるわけではない。また，大学に授業
料を納付するのは本人であり，教育を受けるタ
イミングとその費用を支払うタイミングがずれ

ることによってコスト意識が弛緩する可能性は

あるものの，大学教育の経済的価値を考える動
機が失われるわけではない。

一方，授業料後払い制度の下では JASSO と
本人の間に明確な債権・債務関係が発生せず，
JASSO と大学の間にも貸借関係は生じない。

各大学は在校生の授業料（の大半）を JASSO

から確実に受け取れるため，入学させた学生が
卒業後に順調に自立していけるよう真剣に教育

する動機は弱まるだろう。また，本人にとって
後払いは債務の返済ではなく，所得が一定水準
を超えた場合にのみ徴収される特別税のような

ものなので，進学に対するコスト意識が低下す
る可能性が高い。授業料が多少引き上げられて

も就学時の学生や家族の生活への影響はほとん

どないので，大学も学納金を引き上げやすくな
るだろう。

さらに，後払いが債務の返済ではなく一定以
上の所得を得た人に課される税である以上，少
なくない人々がそれを回避する方法を探るよ

うになる可能性が高い。現時点では JASSO が

様々な手を尽くすことで返還に関する規律が辛

うじて維持されているが36），後払い制度の下
ではそうした規律が容易に働かなくなり，夫婦
間で年収を調整したり，子育て中に就労時間を

抑制したりする動機が強まるだろう。本稿では

本人の当事者意識と学校の責任感を強めること

の重要性を指摘してきたが，後払い制度はそれ
らと逆行する効果を持つと考えられる37）。

授業料の後払い制度は政府の財政管理の観点

からも問題である。政府が後払い制度を推進し

ている理由の一つは，当面の財政支出を避けな
がら授業料の無償化を実現できることだと思わ

れる。政府は授業料を一定期間肩代わりするた

めの資金を調達する必要があるが，JASSO や
特別会計に債券を発行させれば一般会計に当面

の負担は生じない。しかし肩代わりした授業料

の相当部分は支払われないままに終わる可能性

が高いので38），事前に十分な引当金を積んで
おく必要がある。しかし厳しい財政状況の中で

そうした準備が行われるとは考えにくく，国民
の目が届きにくい独立行政法人や特別会計にリ

スクを溜め込むことになりかねない。政府は公

的な教育支援に打ち出の小槌はないことを前提

として最適な支援方法を考えるべきである。

おわりに

本稿では，過去 30 年間の短大と大学の変容
に注意しつつ，高等教育の費用を誰がどのよう
に負担すべきかという問題について考察した。

我が国において大学進学率が顕著に上昇し始

めたのは 1990 年前後からである。少子化によ

り若年人口が減少し始めたタイミングで大学の

新設や定員管理の規制が緩和され，入学者の平
均的な学力が低下しただけでなく，彼（女）ら

が大学に求めるものも変化した。並行して大学

の組織やカリキュラムも自由化されため，私立
大学を中心に入学者確保を意識した学部や学科

の改組が相次ぎ，もともと専門学校等で教育さ
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れていた職業教育に四年間を費やす課程が増え

ただけでなく，学問的な専門性も職業的意義も
不明瞭な課程が増加した。この種の課程では留

年者や中退者が少なくなく，卒業前に景気後退
が生じると就職が難しくなりやすい。

本稿の計量分析の結果によると，短大・大学
の変化は JASSO の貸与型奨学金の返還状況に

も影響を与えている。社会的需要が大きい職業

資格に直結する教育分野や専門性の高い理系分

野の卒業生の返還状況が良好であるのに対し，
芸術や人文系の卒業生の中には延滞者や猶予申

請を行う人が少なくない。また，教育分野が似
通った学校の間でも延滞・猶予率にはばらつき

があり，各校の進路・就職支援や奨学金の返還
指導の違いが影響を与えている可能性がある。

政府などの公的機関による教育費の支援には

機関補助と個人補助の二つがある。機関補助は

各校の自助努力を阻害する可能性があるが，個
人補助には学納金の高騰を誘発しやすいという

問題がある。両者のバランスをとる方法とし

て，社会的重要性の高い分野の教育を行う学校
に対して機関補助を増額する代わりに学納金の

規制を強化し，学生一人一人の負担を抑えるこ
とが考えられる。

個人補助にも給付金と奨学ローンの二つの方

法がある。低所得世帯の若者の進学を促進する

ためには給付金が必要だが，学習意欲や将来の
希望が曖昧なまま進学すると時間を無駄にする

ことになりかねない。卒業後の自立を目指して

真剣に学ぶことを促す目的で，低所得世帯の若
者であっても学年が上がるにつれて給付金を貸

与型の奨学金に置き換えていくなどの工夫が望

まれる。また，ローン型の奨学金に関しては，
貸与時に保証人を求めるだけでなく，進学する
学校に対しても過去の実績をもとに貸倒引当金

の一部を拠出させ，卒業・就職支援の強化や奨
学金の返還指導を徹底させるべきである。

政府が導入しようとしている授業料後払い制

度は一見すると教育投資のリスクを公私で分散

できる優れた制度だが，それが本人の意識や学
校の責任感に与える影響を無視すべきでない。

後払い制度の下で在学中の学生は高等教育を

無料のサービスだと考える可能性が高く，彼
（女）らが卒業後に自立できるように各校が真

剣に教育する意欲も削がれる可能性がある。ま

た，諸外国の経験を鑑みると，この種のしくみ
の下では後払いされるはずの授業料の相当部分

が未払いに終わる可能性が高く，既に危機的な
状況に陥っている政府財政をさらに脆弱なもの

にしかねない。

なお，本稿では正面から論じなかったが，高
等教育の公費負担を増やすことが少子化反転に

寄与するかどうかも疑問である。すでに大学や

短大を卒業した人々が 20 年後や 25 年後の教育

費を計算して子どもの数を決めるとは考えにく

いので，仮に給付型奨学金や授業料の後払い制
度によって高等教育が無償化されたとしても，
そのことが既卒者の出生率を引き上げる効果は

大きくないだろう。一方，これから進学する世
代が無償化によって債務を負うことを回避でき

れば，卒業後の可処分所得が増加し，結婚や子
どもを持つことに前向きになる可能性は考えら

れる。

しかし無償化によって若者の進学を促せば，
その分だけ社会人への移行が遅くなる。就学期

間が延びてもそれに見合う人的資産が身につけ

ばよいが，そうでなければ経済的自立が遅れ，
結婚や出産も後ろ倒しになる可能性が強い。我

が国ではすでに女性の出産ピーク年齢が 20 代

後半から 30 代にシフトしており，これ以上結
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10）ここではボックスの上下端からボックスの長さの 1.5 倍以
上外れているものを特異値とみなしている。

11）ただし JASSOの資料によると，2022 年に貸与が終了した
大学生の一人当たり平均貸与総額は第一種が 216 万円，第二
種が 337 万円であり，上記の金額より少ない。

12）図表 9によると，2010 年代後半に第一種奨学金と第二種
奨学金の延滞率の大小関係が逆転している。かつては世帯の
所得制限が厳しい（すなわち相対的に貧しい）第一種奨学金
の受給者の中に返還に躓く人が多かったが，借入可能額が多
い第二種奨学金の拡大によって後者の債権の質が低下したこ
とが伺われる。

13）所得が給与所得のみの場合，年収が 300 万円以下であると
返還が猶予され，325 万円以下だと減額措置を受けることが
できる。

14）JASSOの奨学金の返還は貸与終了の 6か月後に開始する。
したがって①に該当する人の返還開始からの平均期間は 2年
余りである。

15）「学校毎の情報」によると，①の貸与終了者のうち延滞 3
か月以上の人の割合は大学・短大とも約 1.2％である。

16）学科によって入学者数が定員を超えていたり逆に定員割れ
したりしているケースは多いが，多数の短大や大学に関して
学科・コース別の正確な在校者数を把握することは難しい。
そこで定員数をもとに各校の教育分野の変数を作成すること
にした。

17）少数の短大や大学には夜間の課程が設置されており，昼間
課程に比べて授業料が抑えられているケースが多い。しかし
夜間課程は在籍者が少なく，最低修業期間で卒業しない学生
が多いため，これらは除外して各校の学納金や偏差値の平均
値を計算することにした。

18）図表 12 では短大の延滞・猶予率の中央値が大学の中央値
に比べて低くなっているが，これは右側のグラフで対象とし
た首都圏の大学の中に私立校が多いためである。短大・大学
いずれにおいても私立校では国公立校に比べて延滞率や猶予
率が高い傾向がある。

19）図表 13 の「理工」や「保健」の係数が負であることは理
工や医療を専攻する学生が多い学校において卒業生全体の延
滞・猶予率が低いことを意味し，厳密には理工や医療を専攻
した学生自身の延滞・猶予率が低いことを意味しない。しか
し以下ではこれらがおおむね同義だと考えることにする。

20）看護師等の養成課程では特定の病院から奨学金を得て進学
する人も多く，これらの人々は事前に入職先が決まってい
る。国家試験に不合格になると採用を取り消されるケースが
多く，再受験のために猶予や減額を申請する人がいることを
考慮すると，保健分野の卒業生の返還状況は良好だと言える。

21）たとえば「衛生」分野の多くは栄養士の養成課程だが，最
近は製菓の専門学校に似た課程を設ける短大が増えている。
製菓衛生士の受験資格を得るには指定された養成施設を卒業
する必要があるが，パティシエ等の仕事に就く上で製菓衛生
士の資格は必要条件でも十分条件でもない。「教育」分野の
卒業生の多くはいったん保育士として入職するが，保育士は
看護師などに比べて給与水準が低く，早期退職者が多い。

22）国公立大学の延滞・猶予率は押し並べて低いが，東京藝術
大学のみ 14.6％と極端に高い。なお，公立大 4校のうち 3校
は保健分野中心の学校である。

23）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」等を参照。大卒女性
の初任給の平均値が男性に比べて低いのは，給与水準の低い

婚や第一子の出産が遅れた場合，経済的な余裕
があっても第二子以降の出産の障害になりやす

くなる39）。もともと専門学校や短大で教育さ

れていた課程が四年制大学に移行する傾向が見

られること，それ以外にも専門性の乏しい文系
の課程が増えていること，そうした課程への進
学者の中に女性が多いこと，女性は男性に比べ
て大学や大学院への進学率の上昇余地が大きい

ことにも注意が必要だろう40）。

［注］
1）JASSO は旧日本育英会等の後継機関として 2004 年に設立
された独立行政法人である。
2）現行の「高等教育の修学支援制度」は年収 380 万円以下の
世帯の学生が対象だが，多子世帯や理工系学部の学生に限っ
て上限を 600 万円に引き上げることが予定されている。ま
た，3 人以上の子どもを持つ世帯に関して 2025 年以降に年
収制限を撤廃することも検討されている。
3）男性の大学入学者は 1990 年が 34.4 万人，2022 年が 34.2
万人とほぼ同じだが，女性の入学者は 14.9 万人から 29.3 万
人へと倍増した。男性の進学者数は 1997 年の 37.4 万人を
ピークに減少に転じている。
4）社会科学分野の中でも法学や経済学の課程では男性の割合
が高く，女性が顕著に増えているのは福祉を含む社会学系の
課程である。専攻の性差の詳細に関しては熊倉（2021）を参
照されたい。
5）ただしこうした変化には大学側の事情も作用していた。大
綱化によって教育組織とカリキュラムが自由化されると，多
くの国立大学は旧教養部を廃止して専門教育を拡充しようと
した。その際にもともと教養部に配属されていた教員の受け
皿が必要になり，分野横断的な学部や学科を新設することで
対応しようとした（黒羽 1995）。その後，そうした学部・学
科の方がむしろ人気があることが明らかになると，私立大学
も挙ってその種の課程を増やしていったという経緯がある。
6）短大の保健分野の卒業率が高くない理由の一つは，この分
野において 3年制課程が多いことだと考えられる。
7）図表 4の進学者は短大の専攻科か大学に進学した人を意味
し，専門学校や外国の学校に入学した人は「その他」に含ま
れている（人数は多くない）。これは図表 5の大学卒業者に
関しても同様である。
8）保健分野や教育分野では多くの学生が卒業前後に職業資格
試験を受験する。試験に不合格になり再受験に備えている学
生は「その他」に含まれるが，次の試験に合格して所期の職
業に就く人が少なくないため，これらの分野の実質的な就職
率は図表 4より高い可能性が高い。この点は図表 5の大学生
に関しても同じである。
9）2020 年以降に受給率が変動しているのは，先述した「高
等教育の修学支援制度」が慌ただしく導入されたことや，感
染症への対応として特別給付金等の支給が行われたことによ
るものである。
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対人サービス業や一般職等を選択する女性が少なくないため
である。

24）厚生労働省「新規学卒者の離職状況」などを参照。
25）日本学生支援機構「奨学金の返還者に関する属性調査結果」
各年版による。

26）図表 15 で推計対象とした 149 校のうち，女性比率が
100％の女子大は 28 校である。

27）諸外国の研究においても大学の専攻が修学ローンの返済に
大きな影響を与えることが報告されている。アメリカとカナ
ダに関する Lochner らの推計結果は本節の推計結果とよく
似ており，それが我が国だけの現象でないことを裏付けてい
る（Lochner 2015; Lochner et al. 2021）。
28）教育には通常の商品やサービスと異なる面があるが，右下
がりの需要曲線と右上がりの供給曲線を想定することは現実
的である。個々の学校には規模の経済が働くが，マンモス校
であっても一国の教育市場における占有率は小さく，競争的
な状況を想定することが適切だと思われる。

29）ここでは給付型の奨学金を例として説明するが，貸与型の
奨学金（修学ローン）に関しても基本的なメカニズムは同じ
である。貸与型奨学金の場合，受給者やその家族が流動性制
約に直面している，将来の返還負担を過小評価していると
いった付加的な条件が必要になるが，これらの条件は成立し
ていることが多いと考えられる。

30）ポストが少ない学術研究者を志す人に関しては一定の配慮
が必要だが，これらの人々を特別扱いするのは大学院に進学
してからで十分だろう。

31）「高等教育の修学支援制度」導入以前には私立大学が低所
得世帯の学生に対して行う授業料等の減免費用の一部を政府
が肩代わりする仕組みがあったが，育英型の学費減免や給付
金に対する補助は過去も現在も行われていない。多くの大学
において成績優秀者に対する学費免除や表彰金制度が小規模
なものに留まっているのはそのためである。

32）2015 年以降の国立大学改革の一環として，政府は個々の
国立大学に対して①広い学問分野に関して卓越した教育研究
を行う，②特定の分野において優れた教育研究を行う，③地
域貢献を重視する，のいずれか一つを選択することを求め
た。③は地方公共団体が設置する公立大のミッションと重複
するが，全国 86 の国立大学のうち 55 校はこの分類に区分さ
れている。最近は私立大学を公立化して延命させる事例が増
えており，公立大学と私立大学のミッションの違いも曖昧に
なりつつある。

33）こうしたことをすると職業性の低い教育課程の学費が高く
なり，高等教育機関の学術振興や教養教育の機能が損なわれ
るという批判がありそうである。しかし第 5節で見たよう
に，返還猶予や減額の申請すら怠っている人々が一部の学校
や専攻に偏っていることは否定できない事実であり，そのこ
とにも十分な注意を払うべきである。

34）内閣官房ホームページ「こども未来戦略方針」（203 年 6
月 23 日）などを参照。

35）所得連動方式による返還は第一種奨学金に関して 2017 年
度に導入された。有利子の第二種奨学金に関しては返還が滞
ると債務残高が増加しやすいという理由で認められていない。

36）公的な就学ローンを手掛ける JASSO が民間の金融機関の
ような手法で債権回収を強化することには強い批判の声があ
る（柴田（2016）など）。しかし JASSO の奨学金の要返還
者を対象としたアンケート調査における「月々の家計の支出

における奨学金返還の優先度」に関する質問の回答を見る
と，延滞者の中には「他の借金やクレジットカード，住宅
ローン以外のローン返済の方が優先される」と回答した人が
少なくなく，JASSO の奨学金を民間金融機関への債務に劣
後する借入金とみなしていることが伺える。こうした状態に
おいて JASSO が返還督促の手を緩めたり，後払い制度の導
入によって債権・債務関係が曖昧になったりすると，受給者
のモラルが一気に低下する可能性がある。

37）大学や短大の全学生が授業料後払い制度を利用できるよう
にした場合，ほとんどの人はそれを利用するだろう。両親に
十分な所得があり，入学時に学費をまとめて支払っても構わ
ないと考えていたとしても，後払い制度によって浮いた資金
を運用すれば運用収入が得られるのに対し，それを利用しな
ければ運用収入分が逸失所得になるからである。また，高所
得世帯の両親は後払い制度によって浮いた資金を別の形で子
どもの教育につぎ込む可能性が高く，それが格差是正に寄与
するかどうかも疑わしい。

38）支払い義務が発生する年収を低く設定すれば政府が回収で
きる資金は増加するが，後払い制度の保険機能は低下する。
逆に年収基準を高く設定すると支払い義務を負わない人が増
え，後払い制度が給付金に近くなる。諸外国の中で先駆けて
所得連動型修学ローンを導入したニュージーランドでは，
2019 年時点で 4割以上のローンが未返還になっていると報
告されている（OECD 2020）。また，日本政府は後払い制度
を無利子とする（＝立て替えた授業料を超える支払いを求め
ない）ことを予定しているが，これは政府が事業の費用と金
利リスクを 100％負担することを意味する。こうした制度の
下では，僅かな金利の上昇によって政府の立て替え分の相当
部分が給付金に転化してしまう。

39）国立社会保障・人口問題研究所が定期的に実施している
「出生動向調査」では，現時点の子どもの数が本人の理想の
人数を下回っている有配偶女性に対してその理由を尋ねてい
る。それによると，35 歳未満の人の間では「子育てや教育
にお金がかかりすぎるから」という選択肢を選ぶ人が多い
が，35 歳以上になると「高年齢で産むのはいやだから」や「ほ
しいけれどできないから」を選択する人が増加する。

40）図表 1で見たように，我が国では今日でも女性の大学進学
率が男性の進学率を下回っている。しかし他の先進諸国の中
でこうした国はほとんどなく，女性の進学率が男性の進学率
より格段に高い国が多い（熊倉 2021）。
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